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要旨

本稿では鉄道廃線後の地域への影響について地理的な利便性の評価を行った。具体的には、JR北海道の旧江差線沿線３町を

分析対象地域にArcGIS上で到達圏分析（ネットワークバッファ）を行い、施設からの到達圏を定量的に明らかにした。鉄道廃

線前後の交通ネットワークの状況を整備し、到達圏分析を行った結果、分析対象施設の一部に到達圏の変化が生じていたもの

の、鉄道廃線前後と比べて大きな変化が生じていないことが明らかになった。 
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１．はじめに 
全国では鉄道路線の廃線が進んでいる。近年では JRの鉄道路線が廃線となり地域への影響が懸念されている。

鉄道路線の廃線による影響は、自家用車を自ら運転できないもしくは何らかの理由で運転することが困難な高齢

者や学生が想定される。こうした交通弱者と呼ばれる人々は、鉄道路線の廃線により移動が困難になることも想

定されるため、新たな移動手段の確保が求められる。この対応策として、鉄道の廃線後には一般的にバスによる

代替的な移動手段が確保される。代替バスは鉄道運行時と比べて利用者の金銭的、非金銭的な負担が増すことで

利便性の低下が懸念される一方で、バスの特性を活かした代替バスを運行することで鉄道廃線前よりも利便性が

向上する可能性もある。 
鉄道廃線による地域への影響を分析した学術的な研究はいくつかみられる。例えば、宮崎ら（2012）は鉄道廃

線前後における地域住民の交通行動の変化をアンケートにより明らかにし、また進藤ら（2014）は鉄道廃線前後

の駅、停留所における勢力圏の人口や集客施設のアクセシビリティを測定している。一方で加藤（2005）は鉄道

廃線が沿線地域の移動ニーズに合致する新しい公共交通網をバスにより低コストで再構築する契機と指摘し、単

に代替バスによる利便性の向上をはかるだけでなく地域の交通ネットワークを見直すことの重要性を示している。

既往研究では鉄道廃線前後の交通行動の変化やアクセシビリティの測定に留まり、加藤（2005）が指摘する地域

の交通ネットワークの変化を評価する研究が見られない。鉄道廃線により代替バスを含めて交通ネットワークの

見直しを行った事例も見られることから、その評価は学術的、政策的にも求められるであろう。 
本稿では JR 北海道の旧江差線沿線の３町を分析対象地域として鉄道廃線前後における地理的な利便性の評価

を目的とする。具体的には鉄道廃線前後の交通ネットワークの変化が交通弱者の移動目的地となる施設への移動

                                                           
 2018年11月５日初原稿受理、2019年１月26日採択。本稿は、研究報告会発表時に「鉄道廃線における地域主体への影響：

ArcGISを用いた地理的分析」として発表したものである。 
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の影響をArcGISの到達圏分析により定量的に評価する。 
 

２．鉄道廃線の現状と廃線後の対応

2000 年の鉄道事業法の改正から 10 年以上を経た現在、鉄道廃線が進んでいる。鉄道事業法の改正以降、2018
年４月時点で全国の 40 路線、879.2km が廃線となった（国土交通省、2018A）。同法が改正されてしばらくは地

方の中小鉄道事業者の廃線が中心であったが、近年では JR の鉄道廃線が進んでいる。この 5 年間、JR 東日本の

岩泉線（茂市～岩泉）、JR北海道の江差線（木古内～江差）、JR北海道の留萌本線（留萌～増毛）、JR西日本の三

江線（江津～三次）が廃線になった（表１）。いずれの路線も計画当初は、地方の中小の都市を結び、人やモノを

運ぶ役割を担っていた。しかし、上記に示した JR の鉄道路線は、モータリゼーションが進んだこともあり、廃

線直前には輸送密度が 100 人以下にまで減少していた。この値は、1980 年 12 月に制定された日本国有鉄道経営

再建促進特別措置法（以下国鉄再建法）において、鉄道からバスへの輸送を行うことが適当とした特定地方交通

線の基準となる輸送密度の4,000人を大きく下回る。近年廃止された JRの鉄道路線は、古くよりこの基準を満た

していなかったが、除外規定を設けることで1987年の国鉄分割・民営化以降も存続してきた3。 
現在では、国鉄再建法を定めた時期と比べて全国的に人口減少、少子高齢化が進んでいる。また特定地方交通

線の除外規定にあった道路網の整備も進展し、鉄道路線を取り巻く状況は変化している。一方で JR では、整備

新幹線開通に伴う並行在来線への対応や経営安定化基金など新たな地方交通線に関わる問題に直面している。ま

た鉄道施設も老朽化し、自然災害対策への対応なども求められている4。このような問題を抱える中で、JR では

従来のように鉄道路線を維持することが難しくなってきているといえよう。 
鉄道路線が廃止された場合、一般的に代替的な移動手段の確保が検討される。近年廃止された JR の鉄道路線

においては、その大部分がバスにより行われている（表１）。この場合、単に鉄道と同様に運行ルートを設定する

のではなく、鉄道の主たる利用者であった高齢者や学生などの交通弱者の目的地（例えば、医療施設、高校など）

を経由するなどバスの特性を活かして運行されるケースもある。加藤（2005）はバスの場合、運行ルートやダイ

ヤ設定の自由度が高いという利点があり、地域の移動ニーズに合った新しい公共交通網を低コストで再構築する

手段として有効であると指摘している。また同研究においては鉄道に替わる移動手段が「廃止代替」にこだわる

ことによる弊害も指摘し、鉄道廃止とともに地域の交通ネットワークの見直しについて述べている。 
 

表１ 近年の廃止された 路線について

 岩泉線（JR東日本） 江差線（JR北海道） 留萌本線（JR北海道） 三江線（JR西日本） 

廃止区間 茂市～岩泉 木古内～江差 留萌～増毛 江津～三次 

廃止日 2014年４月１日 2014年５月12日 2016年12月５日 2018年４月１日 

営業キロ 38.4km 42.1km 16.7km 108.1ｋｍ 

代替手段 代替バスの運行 代替バスの運行 
既存バスによる代替 
乗合タクシーの新設 

代替バスの運行 

鉄道廃止公表時の 
鉄道の輸送密度 

1日 1km当たり 
46人（2009年度） 

1日 1km当たり 
41人（2011年度） 

1日 1km当たり 
39人（2014年度） 

1日 1km当たり 
50人（2016年度） 

出典：各社公表資料より作成

                                                           
3 除外規定として以下の4点が挙げられる。①片方向の1時間あたり最大輸送人員が1,000人以上の路線、②バス等による代替

輸送を実施すべき平行道路が未整備の路線、③積雪等により、平行道路においてバス等による代替輸送が困難となる日数が、

単年度当たり10日を超える路線、④輸送密度1,000人以上で、旅客1人あたり平均輸送キロが30ｋｍを超える路線。 
4 岩泉線のように自然災害（鉄道沿線の土砂崩れ）が廃線につながったケースもある。 
5 このうち旧江差線の木古内～五稜郭間は第三セクターの道南いさりび鉄道に移管された。並行在来線に関わるものであるが、

木古内～江差間とその経緯が異なる。 
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３．既往研究

研究の背景は前章までに先行研究を交えて示したことから、ここでは分析手法における既往研究を整理する。 
地理的な利便性の評価を行う際は、アクセシビリティの概念が有用である。大友（1997）を参考にすると、ア

クセシビリティは近接性や近接可能性とも表現でき、地理学など多くの学術分野で用いられる概念である。この

アクセシビリティを評価する方法、評価した研究は種々存在している。例えば、江原（2017）は、全国の中核病

院小児科・地域小児科センターへの自動車によるアクセスに関する指標を提示することを目的に、GIS による到

達圏分析（ネットワークバッファ）を通して、同センターから一定時間（30分以内、60分以内）で到達できる圏

域の面積とその圏域の小児人口を明らかにした。また讃岐ら（2012）は、近年減少するガソリンスタンドの立地

変化による利用者への影響について岩手県を事例に到達圏分析によるアクセシビリティ評価を行っている。 
いずれの研究においても分析対象となる施設が存在し、その施設とのアクセシビリティを評価していることに

特徴がある。本稿のように鉄道廃線前後における施設のアクセシビリティを評価した研究は見られないことから、

上記の既往研究を参考に地理的な利便性（アクセシビリティ）の分析を行った。 

４．分析

分析対象地域 
本稿における分析対象地域は、JR北海道旧江差線の沿線となる上磯郡木古内町、檜山郡江差町、同郡上ノ国町

の３町とする。旧江差線は函館市の五稜郭駅と江差町の江差駅を結ぶ全長 79.9ｋｍの路線であった。旧江差線に

おける転機は2016年３月に開通した北海道新幹線の開業に伴う並行在来線の問題である。旧江差線のうち五稜郭

～木古内間は北海道新幹線の並行在来線となる。そのため、JR北海道の経営から分離され、第３セクターとして

運営されることになった。一方で、残された木古内～江差間は並行在来線に該当しないが、JR北海道の路線とし

て飛び地になるため廃止が検討された。最終的に JR 北海道は木古内～江差間の鉄道事業廃止届を提出し、2014
年５月11日に廃止された。その後、2014年５月12日から旧江差線の代替バスである「木古内江差線」の運行が

始まり、運行開始から数年を経た現在まで輸送量、輸送人員、経常収益は安定的に推移している（表２）。 
代替バスは①利用状況を踏まえた運行経路の設定、②バス停の増加による利便性の向上、③乗継利便を踏まえ

たダイヤ設定、④旧江差線運行時の運行本数を維持の４点を考慮して検討された（北海道庁、2017）6。運行開始

後の代替バスは、これらの内容をほぼ踏襲して運行が始まった（表３）。このうち、①の運行経路には大きな特徴

がある。江差町の旧江差駅が町の中心部からやや離れていたことから利便性を考慮し、代替バスは町の中心部を

通り、さらに遠方にある江差高校、江差病院を経由している。地域の一部バス路線も見直され、地域の交通ネッ

トワークが再構築されたことから交通の利便性が高まった可能性がある。 
一方で鉄道の廃線区間を全線で代替バスにより移動する場合、他の鉄道が廃線となった地域と同様に金銭的、

非金銭的な負担が増加することも想定される。旧江差線の利用実態について調査した原口ら（2000）によると、

この研究当時における旧江差線の輸送形態は沿線住民のニーズに対応し得るものでないと指摘し、廃線区間にお

いては江差町～上ノ国町間の移動と江差町～上ノ国町～函館市との移動が重要としている。このうち、前者は、

廃線になった鉄道沿線内の移動となり代替バスが運行されることで利便性の向上が見込まれる地域である。後者 
は廃線になった鉄道沿線を跨ぐ移動となり利用者の金銭的、非金銭的な負担が見込まれる地域である7。ただし、 
道南の主要都市である函館市と江差町、木古内町の間には両町ともバス、加えて木古内町とは鉄道で結ばれてい

る8。このような代替的な公共交通が存在する地域間の移動よりも、交通弱者が日常的に利用する鉄道沿線内にお

ける移動手段の確保が対策として優先順位が高いものと考えられる。 
 

                                                           
6 運行に際してJR北海道は代替バスの運行に対する金銭的な支援や他に定期券利用者に対する支援、鉄道用地の処理を行った。 
7 廃線になった鉄道沿線を跨ぐ移動がどの程度存在していたのかは不明であるが、それほど多くないものと考えられる。 
8 ただし上ノ国町では公共交通を通して直接、函館市に移動することが困難であるため対応が求められる。 

119



 

  

表２ 代替バスの動向

 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

輸送量（1日1km当たり） 7.2 15.3 15.3 15.3 

輸送人員（人） 4,767 35,014 34,822 34,911 

経常収益（円） 3,005,383 20,681,815 20,718,674 20,620,131 

出典：北海道庁（ ）より作成

 
表３ バス代替前後の旧江差線沿線の動向

 旧江差線（2014年5月11日時点） 代替バス（2015年6月1日時点） 

運行区間 木古内～江差 木古内駅前～江差ターミナル～江差高校前 

運行事業者 JR北海道 函館バス 

運行本数 6往復 12本 6往復 12本 

始発 
/終発時刻 

（上り：江差発）6:44/19:07 
（下り：木古内発）6:43/20:45 

上り：江差ターミナル発 6:26/18:30 
下り：木古内駅前発 6:22/18:36 

駅/停留所数 10駅（有人3駅、無人7駅） 
28停留所（木古内駅前～江差ターミナル） 

49停留所（木古内駅前～江差高校前） 

所要時間 63～71分 
83分（木古内駅前～江差ターミナル） 

108～109分（木古内駅前～江差高校前） 

運賃 930円 
1,120円（木古内駅前～江差ターミナル） 

1,310円（木古内駅前～江差高校前） 

車両標準定員 96人/両 36人/台 

出典：データ元を整理し、筆者作成

 

分析手法と分析データ

分析にはGIS ソフトの１つであるEsri 社のArcGIS を用いて到達圏分析（ネットワークバッファ）を行った。

この到達圏分析は ArcGIS 上に実際の道路や鉄道などの交通ネットワークを GIS データとして作成し、任意の距

離や時間を設定した上で、特定の施設からの到達圏（範囲）を示す分析手法である。先述した既往研究では道路

ネットワークのみによる分析であったが、本稿では調査対象地域内の鉄道廃線前後の2期間における交通ネット

ワークの状況を考慮する点で相異がある。このうち、鉄道廃線前の状況は鉄道、バス、徒歩（道路ネットワーク）、

また鉄道廃止後の状況はバスと徒歩として、それぞれのGISデータを作成し、分析を行った。 
先述したように交通ネットワークには、任意の距離や時間を設定し、到達圏分析を行う。本稿は複数の交通モ

ードによるネットワークを構築する都合上、その特性を考慮する必要があり、時間による到達圏分析を行う。ま

た分析には到達圏の範囲をあらかじめ定める必要がある。例えば、江原（2017）が分析対象にした全国の中核病

院小児科・地域小児科センターの場合、政策的に対応すべき地理的な利便性（アクセシビリティ）の数値目標が

決まっており、それに応じて到達圏の時間を設定している。一方で本稿が分析対象とする施設からの地理的な利

便性は具体的な数値が定まっているわけではない。そのため、交通ネットワークを通して施設から到達できる時

間を10分おきに60分まで定めることで施設への地理的な利便性を評価した。なお交通ネットワークに設定する

速度は、鉄道676.2m/m、バス550.0m/m、徒歩80.0m/mとした9。加えて、各交通モードをネットワークとして構

成するためには、接続性についても考慮する必要がある。この接続性は駅やバス停留所などの交通モード間を通

                                                           
9 このうち鉄道は旧江差線の営業キロを運行時間により除すことで速さを算出した。一方でバスは地域に複数のバス路線が存

在するが、代替バスである木古内江差線を参考に算出した（路線延長を運行時間により除した）。 
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して移動する際の結節点を具体的に示す。結節点は各交通モードのGISデータを作成し、ネットワークを構成す

る際に設定するが、各交通モードの結節点において接続されるようにGIS上で調整した。なお、結節点において

交通モード間の乗継を要する場合には徒歩の速度を接続の際に設定することで対応した。 
続いて調査対象施設について示す。先述したように既往研究では医療施設、ガソリンスタンドを対象に分析を

行っているが、本稿では鉄道廃線により最も影響を受ける人々である高齢者や学生が訪れる施設との関係性を調

査対象施設とする。こうした交通弱者と呼ばれる人々の主な移動先は、国土交通省（2018B）を参考にすると日

常的な買い物、病院、役所、郵便局、銀行、学校が挙げられる。分析対象地域には、該当する施設として医療施

設（20施設）、金融機関（19施設（郵便局含む））、購買施設（18施設）、高校（２施設）、行政施設（５施設）が

存在した（2018年8月時点）10。これらの施設からの一定時間の到達圏を設定し、ArcGIS上で分析を行った。 
最後に、GISデータは国土交通省の「国土数値情報」などのインターネットサイトより2018年8月時点に公開

されているものを使用した（表４）。このうち、交通ネットワークに関する GIS データはバスなど一部のデータ

の中に近年更新が乏しく、精度も十分ではないものもある。そのため、一部のデータは複数のインターネットサ

イトよりデータを入手し、ArcGIS上でデータセットを整理して使用した。その際にはArcGISのNetwork Analyst
やジオメトリ変換ツールなどの分析ツールによりGISデータの加工を行った。なお調査対象施設の施設数や立地

場所、さらには人口の数値が鉄道廃線前後において異なる可能性もある。しかし、鉄道廃線前後の調査対象施設

や人口の状況を確認することが困難であること、加えて急にこれらの状況が変化する可能性もないことから、交

通ネットワークのGISデータを除いて、入手時点のGISデータを使用し、地理的な利便性を評価した。 
  

表４ 分析に使用した データ

データの種類 出典 

鉄道路線、行政施設、金

融機関、医療施設、高校 
国土交通省「国土数値情報」 

バス停留所 
国土交通省「国土数値情報」 

「バス停検索」ウェブサイトよりバス停留所を検索し、同サイトよりGoogle緯度、

経度の情報を取得しGISデータ（ポイントデータ）を作成 

バス路線、道路 

OSM財団「Open Street Map（OSM）」 

バス路線：Open Street Mapの道路上にバス停留所を捕捉し、経路を抽出 

道路：GISで使用できるようにArcGISのコンバータを通してOSMを変換 

購買施設 NTTタウンページ「iタウンページ」 

人口 総務省統計局 e-Stat政府統計の総合窓口「平成27年国勢調査」 

出典：データ元を整理し、筆者作成

 

５．分析結果 
到達圏分析の結果は、任意に設定した到達圏の時間に応じて ArcGIS 上に到達圏として面的に示される。到達

圏の範囲は ArcGIS 上でジオメトリ演算により面積が算出され、定量的に明らかになる。またこの到達圏をカバ

ーする人口についても推定可能である。以下に整理した分析結果を示す11。 
最初に任意で設定した到達圏の中で、地域全体の到達圏の変化をとらえるために60分到達圏の面積（到達圏面

                                                           
10 学区制が敷かれているため小・中学校生における移動は鉄道利用が限定的であると想定されることから、学校のうち高校生

の移動先となる高校を分析対象施設とした。また購買施設は出典からデータの詳細な把握が難しい中小の商店もあったためス

ーパーとコンビニエンスストアを対象とした。 
11 推定にはArcGIS上で小地域のGISデータを第3次メッシュに変換し、面積按分することでより精度の高い人口の分析を行

った。この際、讃岐ら（2012）、松崎（2015）を参考に人口データの加工を行った。 
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積）とその到達圏面積に該当する人口（到達圏人口）を示す。この60分到達圏の到達圏面積は分析対象地域とな

る３町の面積に対して約 30％を占めており、鉄道廃線前後と比べて大きな変化はなかった（表５）。このうち高

校の到達圏面積は最も小さく20％台となった。一方で60分到達圏の到達圏人口はどの施設も約70％となり、到

達圏面積と同様に鉄道廃線前後で大きな変化のない施設もあった（表６）。ただし金融機関と高校は到達圏人口の

増減が他の施設に比べて大きく、60分到達圏の到達圏人口が金融機関で6.3％増加し、高校で6.7％減少した。 
次に到達圏を詳細に把握するために、10分から60分まで10分ごとの到達圏面積の変化を示す。まず鉄道廃線

前後の到達圏面積の変化を示す（図１）。10 分間隔で到達圏を拡大していくと到達圏面積も広まり、変化の大き

な到達圏は金融機関の10分（34.3％減）、40分（13.1％増）、50分（19.5％増）、60分の各到達圏（18.5％増）、さ

らに高校の 10 分到達圏（38.3％増）であった（いずれも鉄道廃線前比）。一方で鉄道廃線前後の到達圏人口の変

化を到達圏面積と同様に10分ごとに到達圏人口も拡大していくが、金融機関と高校はその変化が大きい（図２）。

具体的に示すと金融機関は、40分（42.4％増）、50分（19.7％増）、60分（180.4％増）の各到達圏になる。高校は

10分（99.5％増）、30分（19.2％増）の各到達圏で増加したが、40分（24.1％減）、50分（32.4％減）、60分（66.5％
減）の到達圏では減少した（いずれも鉄道廃線前比）。 
上記のように鉄道廃線前後における 60 分到達圏の到達圏面積は調査対象施設間で大きな変化はみられなかっ

た。一方で60分到達圏の到達圏人口は到達圏面積と同様の傾向を示す施設もあれば、金融機関と高校のように到

達圏面積と到達圏人口で異なる傾向を示したケースもある。両施設は到達圏を詳細に把握するために行った 10
分から60分まで10分ごとの到達圏面積と到達圏人口にも差異があった。両施設の特徴として、金融機関は分析

対象地域内に複数の施設が立地し、鉄道駅に比較的近接している一方で、高校は２施設のみの立地となり、うち

1 施設は鉄道駅から遠方に立地している。こうした施設立地の影響は鉄道廃線前後の交通ネットワークにおける

到達圏にも影響を与えており、金融機関は鉄道廃線後に鉄道駅がなくなったことで施設から近接する10分到達圏

の減少が発生したものの、代替バスを含めたバスネットワークの変化の影響もあり40分、50分、60分の各到達

圏が拡大した。一方で高校は鉄道廃線後の代替バスの延伸の影響もあり高校至近の10分到達圏が拡大したものの、

鉄道廃線の影響により40分、50分、60分の各到達圏が減少した。 
 

表５ 沿線３町における鉄道廃線前後の 分到達圏の面積と 町の全面積（ ㎢）に占める割合

購買施設 金融機関 医療施設 行政施設 高校

面積

（㎢）

全面積

に占め

る割合

面積

（㎢）

全面積

に占め

る割合

面積

（㎢）

全面積

に占め

る割合

面積

（㎢）

全面積

に占め

る割合

面積

（㎢）

全面積

に占め

る割合

鉄道廃線前 307.6 35.0% 282.5 32.1% 298.2 33.9% 315.5 35.9% 210.3 23.9% 

鉄道廃線後 301.5 34.3% 279.4 31.8% 293.6 33.4% 300.7 34.2% 201.9 23.0% 

出典：分析結果より筆者作成

 
表６ 沿線３町における鉄道廃止前後の 分到達圏の人口と 町の全人口（ 人）に占める割合

購買施設 金融機関 医療施設 行政施設 高校

人口

（人）

全人口

に占め

る割合

人口

（人）

全人口

に占め

る割合

人口

（人）

全人口

に占め

る割合

人口

（人）

全人口

に占め

る割合

人口

（人）

全人口

に占め

る割合

鉄道廃線前 15,504.2 87.7% 12,226.0 69.2% 13,449.9 76.1% 15,526.3 87.9% 12,778.9 72.3% 

鉄道廃線後 15,393.5 87.1% 13,348.6 75.5% 13,437.0 76.0% 15,374.5 87.0% 11,600.7 65.6% 

出典：分析結果より筆者作成
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図１ 鉄道廃線前（左図）と鉄道廃線後（右図）における 分おきの到達圏面積の変化 単位：㎢（縦軸）

出典：分析結果より筆者作成

 

 
図２ 鉄道廃線前（左図）と鉄道廃線後（右図）における 分おきの到達圏人口の変化 単位 人（縦軸）

出典：分析結果より筆者作成

 

６．まとめ 
本稿は鉄道廃線前後の交通ネットワークの変化について、JR北海道の旧江差線沿線の３町を分析対象地域とし

て地理的な利便性を評価した。具体的には鉄道廃線前後における地域の交通ネットワークの変化が交通弱者の移

動目的地となる施設への移動の影響をArcGISの到達圏分析により定量的に評価した。 
分析の結果、鉄道廃線前後における到達圏面積は分析対象施設から３町の全面積に対して約30％、また到達圏

人口は３町の全人口に対して約70％であった（いずれも60分到達圏の場合）。分析対象施設の一部には鉄道廃線

前後の到達圏面積と到達圏人口に差異が見られたものの、大きな変化はみられなかった。これより、鉄道廃線は

交通の利便性を低下させる懸念が指摘されていたが、バスの特性を活かした代替バスの運行や鉄道が廃線となっ

た地域の交通ネットワークを適切に見直すことで地理的な利便性に大きな変化がなかったものと判断できる。 
また前章の中で考察したように到達圏面積について10分から60分にかけて10分ごとの到達圏面積の変化を確

認すると、到達圏面積は交通ネットワークを構成する交通モードの特性、分析対象施設の立地する場所や立地す

る施設数により変化が生じていた。鉄道が廃線になった現在、分析対象地域ではバスによる交通ネットワークが

構築されているがバス停の増設やバスルートの見直しを今後も進めることで地理的な利便性の改善を図ることが

できる可能性がある。一方で施設立地数や施設立地の場所が到達圏面積に影響を与えていたことから、施設立地
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を現在の交通ネットワークの至近に誘導していくことも政策的に求められる。ただし高校は学区制のため、分析

対象地域を含めた学区全体における施設立地や交通ネットワークの再編だけで対応することが難しい。分析対象

地域の中で現在、高校が立地する学区は、７町より構成される檜山学区になる12。道立高校の再編が進み、檜山

学区でも高校の数が減少していることから、高校から遠方となる地域を中心に自宅からの通学が困難になるケー

スも生じていると考えられる。実際、今回の分析では旧江差線の木古内方において高校の到達圏が不在となった

地域もあった。道では道立高校の募集停止により通学が困難になった生徒に対して下宿費や通学費を補助してい

るものの、旧江差線廃線にあたっては JR 北海道の支援に留まる。そのため、鉄道廃線により自宅からの高校進

学が難しい場合には、募集停止と同様の形で補助を行うなど制度的な支援も十分に検討する必要がある。 

本稿の研究課題として、GISデータを挙げる。分析には比較的入手が容易である無料のGISデータを使用した。

そのため、異なる分析対象地域においても同じ方法で分析が可能である。ただし、GIS 上でのデータ整理が複雑

であり、より現実に即した分析には詳細なデータを必要とする。また本稿で使用した交通のデータは頻繁に更新

されておらず、道路の幅員や速度などが予め実装された道路データも存在するが、その購入には多額の費用を要

する。政策や学術の面でGISが既に導入が広まる中で、詳細なデータが容易に使用できることが望まれる。 
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